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福 議 委 号

平成２４年５月３１日

福島町議会議長 溝 部 幸 基 様

総務教育常任委員会

委員長 熊 野 茂 夫

所 管 事 務 調 査 報 告 書 の 提 出 に つ い て

本委員会は、平成２４年３月９日平成２３年度福島町議会定例会３月会議

において決定した、休会中の所管事務調査を終えたので、会議条例第１４０
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[委員会意見]

調査事件１（９） 福島町の防災計画について

（平成 24 年 5 月 10 日調査）

本調査は、昨年 3 月 11 日発生の東日本大震災の教訓を踏まえ、当町の地

域防災計画の見直しにあたっての基本的な考え方や新たに策定する津波避難

計画の概要等を調査したものであり、その調査結果の主な内容は次のとおり

である。

【調査の論点と意見】

１．３・１１東日本大震災時の町の避難状況等の検証について

今回の資料では、地震津波発生情報や町の避難勧告の内容及び避難人

数等の大まかな状況が示されている。未曾有の災害を教訓として、当町

の対応状況を検証し、地域防災計画の見直しや津波避難計画に反映する

ためには、より詳細に避難状況等を検証し、今後予定している町内会と

懇談すべきものと考える。具体的には、①地震津波発生から警報解除ま

でに至る一連の内容を時系列に整理したもの、②避難勧告した地区毎の

避難状況、③町の対応状況の総括などである。

２．福島町防災会議について

防災会議委員は、国・北海道の行政機関の職員、町内行政機関の職員

及び公共的団体の職員となっている。災害対策基本法に基づく委員構成

であると思慮するが、地域実情を最も把握している町内会役員やボラン

ティア活動の中心的役割を担う女性組織等の役員は含まれていない。地

域防災計画は、町民の生命及び財産を災害から保護するためのもの重要

な計画であり、策定に当たっては前述した役員等の会議参加も視野に検

討すべきものと考える。

３．津波防災地域づくりに関する法律について

国は東日本大震災を教訓に将来を見据えた津波災害に強い地域づくり

推進するため、｢津波防災地域づくりに関する法律｣を平成 23 年 12 月に

制定した。同法は津波による災害から国民の生命、身体及び財産の保護

を図るため、市町村による推進計画の作成等の措置等を目的としている。

直ちに、推進計画を作成しなければならないものではないと理解するが、
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地域防災計画の見直しにあたっては、同法の趣旨も視野に見直しを検討

すべきものと考える。

４．住民意識の喚起について

災害時には、それぞれの地域コミュニティ組織が重要な役割を担って

いる。とりわけ、津波災害は高台への迅速な避難が人的被害を軽減する

ことを改めて認識した。町はこれらのことを強く意識し、見直しの基本

的な考え方に住民の自発的な防災活動の視点を取り入れていることは評

価する。防災意識が根付くためにも、住民自らが学び習う思想が大事で

あり、地域コミュニティの横断的な共同体制の構築に期待するものであ

る。

５．緊急物資の備蓄について

災害等の緊急時には、食料、給水用品、救助器具、医療品、照明機器、

寝具等多岐にわたる物資が必要である。当町はこれまで、まとまった緊

急物資の備蓄を行っていない状況にある。今後、住民や事業所等と備

蓄・調達体制を協議し、それぞれの役割分担を明確にした緊急物資の備

蓄計画を検討すべきものと考える。

６．防災行政無線の個別受信機の設置について

現行の屋外スピーカーは、災害時の情報提供も含め聞き取りにくい状

況にあり、住民の個別受信機の設置要望は高まっている。平成 19 年 12

月以降、電波法の改正によりアナログ防災無線設備の新設や交換、増設

が困難とのことであり、デジタル方式の防災行政無線整備及び個別受信

機の設置を検討すべきものと考える。多額の導入費用が見込まれること

から、財源確保対策（計画）を早急に示すことが必要である。

７．避難路や避難施設の調査について

町内には「急傾斜地崩壊危険区域」の指定個所も存在することから、

避難路や避難施設の整備・指定にあたっては、当該指定区域の状況を調

査することも必要と考える。
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【意見交換の結果】

本調査に関する論点は 7 項目である。特に巨大地震による津波から生

命を守るためには、住民の自発的な防災活動が最も有効で大事であると

考える。町では今後、地域ごとの津波避難計画を町内会と懇談しながら

まとめていく予定であり、また、従来の防災訓練を大幅に見直しする方

向である。このような一連の地域防災計画の見直しを通して、住民・事

業者の防災意識の向上に繋げることに期待するものである。


